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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

%

%

指標なし

土木・建築系学科高校生の建

設産業への就職割合

事業者の電子申請率

71

100

67

－

76

100

↗

→

建設産業の次世代を担う人材の確保・育成を推進するため、建

設系学科高校生等を対象とした学びのフィールドの提供、資格取

得支援による成果として、建設産業への就職割合を設定

少額工事受注希望者のほか、実施後間もないため電子的なトラ

ブルの発生を見込んで目標設定

①

②

③

達成

達成

70

95

↗

→

単位
年／

年度 数値

達成

状況
目標値設定理由

達成目標

（☆印が付いているものは主要目標）

実績 実績 推移

No. 施策分野（施策の総合的展開名）
目標

年／

年度 数値
年／

年度 数値

直近３か年の状況
年／

年度 数値

課・室 建設政策課・技術管理室

実施期間 S24 ～

R7年度

実績 推移

③建設工事等入札参加資格審査業務の効率化

単位
R5年度 R6年度

No. 指標名
R7年度

目標値

地域の建設業等における担い手の確保の推進2-3①

事業番号 11 01 03 事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

建設産業は、インフラの整備や維持管理はもとより、災害復旧や除雪など「地域の守り手」として極めて重要な役割を担っている。建設

業就業者は60歳以上が３割を超える一方、29歳以下は１割に満たない状況であり、次世代への技術承継が大きな課題となってい

る。将来にわたって持続的に発展し、魅力ある産業となるよう取り組むことが求められている。

・建設業を営む者の資質の向上、技術者の技術力向上及び建設工事の請負契約の適正化等を図ることによって、建設工事の適正な

施工を確保し、建設業の健全な発達を促進する。

・産学官が連携して建設産業の次世代を担う人材の確保・育成を推進し、持続可能な建設産業の基盤を整備する。

・県と市町村の建設工事等入札参加資格審査業務の電子化・共同化による効率化を図る。

①建設業法等に関する業務の適切な運用

・建設工事等入札参加資格審査申請を電子化するとともに、受付窓口を県・市町村共同の窓口とすることで、自治体及び事業者の

業務を省力化

・建設業許可及び経営事項審査に関するデータ管理等の電算処理業務を委託

・建設工事の請負契約に関する紛争について専門家による迅速かつ簡便な解決を図るため、建設工事紛争審査会を運営

・建設工事及び建設業の実態を明らかにするため、建設工事統計調査等を実施

②建設産業の担い手の確保・育成と建設工事等の品質確保

・建設産業の次世代を担う人材の確保・育成を推進するため、産・学・官が連携して建設系学科高校生等を対象とした学びのフィール

ドの提供、資格取得の支援を実施

・小・中学生とその保護者等を対象とする現場見学会を開催し、土木の魅力を発信

・交流会等イベントの開催での情報発信等により建設産業の魅力ややりがいを発信する事業を実施

・建設産業の生産性向上を図るため、中小建設関連企業を対象とするBIM/CIMのハンズオン講習会を開催

・技術者の意欲と技術力を高め、建設業からの離職を防止するため、県の発注した建設工事及び建設工事に係る委託業務において、

その成績や取組が特に優れている技術者等を表彰

・職員等を対象に先端技術の講習会等を実施

E-mail kensetsu pref.nagano.lg.jp
事　業　名 建設業振興費

部局 建設部

0 85,731 0 85,731 29,459 74,378 33.5

33.5

R6年度 0 70,433 0 70,433 25,918 61,145 33.5

R5年度 0 31,145 0 31,145 3,501 29,045

R7年度

区分
予算額

決算額 職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源



７　主な取組実績と成果

８　成果指標の達成状況に関する要因分析

事業改善シート（令和７年度実施事業分） □当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

事　業　名 建設業振興費 部局 建設部 課・室 建設政策課・技術管理室

・建設工事等入札参加資格審査申請の電子化について、事業者に電子申請の活用を呼びかけ、電子申請率100%を達成した。

・34市町村が共同受付に参加し、共同受付窓口における一元的な申請の受付、共通申請事項審査の実施により、自治体及び事業

者の業務省力化につながった。

【担い手確保・育成】

様々な対象者に多様な魅力発信等を行い、建設産業への興味の喚起や将来の進学・就職先を検討できる機会などを提供した。

・県内の小中学生及びその保護者を対象に、土木施設を巡るバスツアー「おやこふれあい見学会」を２回開催し、合計で91名が参加。

・県内の小中学生及びその保護者を対象に、建設産業をテーマとした体験型イベント「長野県おやこ建設フェスタ」を開催し、建設部が

出展したなぞ解きラリーには推定で約1,600人が参加（779名の子どもが参加）。イベント全体では延べ約3,600名の来場推定。

・県内の建設系学科高校生を対象に、測量・設計・工事等のプロセスについて実践する機会を創出し、建設産業の理解促進と就業意

欲の向上を図る「建設技術実践プロジェクト」を実施し、５校で106名の生徒が参加。また、建設企業への就職後即戦力となる人材を

育成するための「建設関係資格取得支援」を５校７学科で10回開催し、延べ149名の生徒が参加。

・長野県に移住を希望する首都圏の女性を対象に、長野県と建設産業の魅力を伝えるイベント「長野で暮らす・働く　魅力発見座談

会」を１回開催し、12名が参加。

・建設産業就業者を対象に、働き方改革に効果的な取組等を紹介する「建設産業働き方改革セミナー」を４回開催し、合計50名が

参加。

・ラジオ放送によるPR活動を１回実施し、建設産業の魅力や役割を広く周知。本企画に対して県民から計191通のメッセージをいただ

いた。

【DX推進】

県職員や建設産業就業者が建設DXに関する知識等を学ぶとともに、建設工事の生産性向上を推進する機運を醸成した。

・県職員を対象に、３次元データに関する知識等を習得する「建設DX講習会」を４回開催し、合計66名が参加。

・建設産業就業者を対象に、BIM/CIMに関する知識等を習得する「BIM/CIMハンズオン講習会」を３回開催し、合計105名が参

加。

【建設工事等の品質確保】

県発注工事及び工事に係る委託業務おいて「長野県優良技術者表彰」を実施し、その品質確保等の取組が特に優れた技術者等を

工事等では98者、委託では43者表彰した。

事業番号 11 01 03

達成状況 達成

①建設業法等に関する業務の適切な運用

・建設業許可及び経営事項審査に関するデータの管理等の電算処理業務を委託し、建設業者に係る情報管理の一元化を図ってい

る。当該データを活用し、建設業許可等の適正かつ効率的な審査を行うとともに、建設業者数の推移等の統計データの把握も行った。

（建設業許可申請　2,014件　　経営事項審査申請　2,595件）

・建設工事紛争審査会において建設工事の請負契約に関する紛争処理を実施し、発注者・請負者間の紛争を両者合意の下で迅速

かつ簡便に解決することにより、請負契約の適正化を図った。

（あっせん　０件　　調停　１件　　仲裁　０件）

・許可建設業者を対象に建設工事統計調査等を実施し、建設工事及び建設業の実態を明らかにし、施策立案に寄与した。

（受注動態統計調査対象　234件／県実施　１件　　　施工統計調査対象　2,046件／県実施　０件）

②建設産業の担い手の確保・育成と建設工事等の品質確保

③建設工事等入札参加資格審査業務の効率化

土木・建築系学科高校生の建設産業への就職割合 R6年度推移 ↗ R7年度推移 ↗

システム活用の呼びかけや事業者の協力により、電子申請率100%を達成した。

指標

指標

②

③

建設技術実践プロジェクトや建設関連資格取得支援の実施後に生徒から、「施工管理の職に就きたいと考えている」等の声があり、建

設産業への就職に寄与していることが伺える。

事業者の電子申請率 R6年度推移 → R7年度推移 → 達成状況 達成



９　今後の事業の方向性

(1) 上記７、８及び県民の意見等を踏まえた課題

【建設業法等に関する業務の適切な運用】

建設業を営む者の資質の向上、技術者の技術力向上及び建設工事の請負契約の適正化を図り、建設業の健全な発達を継続して

促していく必要がある。

【建設産業の担い手の確保・育成と建設工事等の品質確保】

・担い手を確保するため、魅力発信に力を入れており、業界からも長期的・継続的な取組を求められている。

・担い手の減少に対応するため、工事等の省人化や生産性向上をより一層推進する必要がある。

・技術者の意欲と技術力を向上を通じて、建設工事の品質確保に継続して取り組むことが重要である。

【建設工事等入札参加資格審査業務の効率化】

市町村の意向を聞きつつ、受発注者双方の業務負担軽減を図る必要がある。

(2) 事業改善の方策

【建設業法等に関する業務の適切な運用】

建設業法等に関する事業について、法令に則り、引き続き適正に執行していく。

【建設産業の担い手の確保・育成と建設工事等の品質確保】

・引き続き、人材確保について親子見学会等を重点的に取り組んでいく。

・受発注者双方へのDXに関する講習を継続していくとともに、受注者がデジタル技術を取り入れる機会を提供していく。

・優良技術者表彰を実施し、技術者の意欲を高めることで、工事等の品質向上を図っていく。

【建設工事等入札参加資格審査業務の効率化】

地域の実情を踏まえ、受発注者の負担軽減を図るため、共同受付を活用する市町村数をさらに拡大していく。



建設DX推進事業

優良技術者表彰制度事業

実施方法

直接

中小建設関連企業を対象としたBIM/CIMのハンズオン講習会や、職員等を対象と

する講習会を開催

BIM/CIMハンズオン講習会　105名／３回　職員等向け講習会　66名／4回

委託

直接

委託

5

建設業振興費

No.

1

部局 建設部 課・室 建設政策課・技術管理室

令和７年度実施内容（実績）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

建設業許可及び経営事項審査に関するデータの管理等の電算処理業務を（一

財）建設業情報管理センターに委託し、同センターが運営する「建設業情報管理

システム」を利用して、建設業許可及び経営事項審査等の審査を実施

建設業許可申請　2,014件　　経営事項審査申請　2,595件

事　業　名 建設業振興費

事業番号 11 01 03 細事業一覧（令和７年度実施事業分）

県の発注した建設工事及び建設工事に係る委託業務において、その成績や取組が

得に優れている技術者を表彰

優良技術者表彰式の開催　１回（工事等98者／委託43者）

R5年度

決算額

74,37861,14529,045

千円千円千円

細事業を構成する主な取組

建設業情報管理電算処理業務

□当初要求　□当初予算案 　□補正予算案　■点検

4

1

細事業

No.

R7年度

決算額

R6年度

決算額
細事業名

3 建設産業人材確保・育成事業

直接

以下（１）～（７）の業務を実施

（１）おやこふれあい見学会

（２）長野県おやこ建設フェスタ

（３）建設技術実践プロジェクト

（４）建設関係資格取得支援

（５）長野で暮らす働く　魅力発見座談会

（６）建設産業働き方改革セミナー

（７）ラジオ放送PR

委託

(1)91名／2回 (2)約1,600名／１回 (3)106名／５校 (4)149名／10回

(5)12名／１回 (6)50名／4回 (7)191通／１回

2 建設工事等入札参加資格審査業務

直接 建設工事等入札参加資格審査申請に係る県と市町村の共同窓口を運営（電子

申請・審査システムの運営、審査事務の集約）委託

共同受付参加市町村数34団体、電子申請件数1,144件（中間276件、追加

193件、変更675件）


